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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水と、シリカエアロゲルと、水性エマルジョン系バインダーと、多糖類と、を有し、非
発泡性であり、
　固形分を１００質量％とした場合の該シリカエアロゲルの含有量は、４０質量％以上７
５質量％以下である断熱材用塗料。
【請求項２】
　前記多糖類の溶解度パラメータ（ＳＰ値）は、２１以上である請求項１に記載の断熱材
用塗料。
【請求項３】
　前記多糖類は、親水部位および疎水部位を有する請求項１または請求項２に記載の断熱
材用塗料。
【請求項４】
　前記多糖類は、カルボキシメチルセルロースを有する請求項１ないし請求項３のいずれ
かに記載の断熱材用塗料。
【請求項５】
　前記カルボキシメチルセルロースの含有量は、塗料全体を１００質量％とした場合の０
．０８質量％以上４質量％以下である請求項４に記載の断熱材用塗料。
【請求項６】
　前記シリカエアロゲルは、少なくとも表面に疎水部位を有する請求項１ないし請求項５
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のいずれかに記載の断熱材用塗料。
【請求項７】
　前記水性エマルジョン系バインダーは、ウレタン樹脂を有する請求項１ないし請求項６
のいずれかに記載の断熱材用塗料。
【請求項８】
　基材の表面および内部の少なくとも一部に断熱材用塗料の硬化物を有し、
　該断熱材用塗料は、水と、シリカエアロゲルと、水性エマルジョン系バインダーと、多
糖類と、を有し、
　該硬化物における該シリカエアロゲルの含有量は、４０質量％以上７５質量％以下であ
る断熱材。
【請求項９】
　前記断熱材用塗料は、非発泡性である請求項８に記載の断熱材。
【請求項１０】
　前記基材は、樹脂または布である請求項８または請求項９に記載の断熱材。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シリカエアロゲルを用いた断熱材用塗料および断熱材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　シリカエアロゲルは、シリカ微粒子が連結して骨格をなし１０～５０ｎｍ程度の大きさ
の細孔構造を有する多孔質材料である。シリカエアロゲルの熱伝導率は、空気のそれより
も小さい。このため、シリカエアロゲルの高い断熱性を活かした断熱材の開発が進んでい
る。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、水分散性ポリウレタンによって結合されたシリカエアロゲル
を含み、熱伝導率が０．０２５Ｗ／ｍ・Ｋ以下の物品が記載されている。特許文献２には
、シリカエアロゲル粒子と、陰イオン性官能基を持つ有機ナノファイバーと、水溶性非イ
オン界面活性剤と、水溶性樹脂と、水と、を有するシリカエアロゲル粒子の水分散液が記
載され、さらにそれを乾燥して断熱材を製造することが記載されている。特許文献３には
、シリカエアロゲル粒子と、フェノール樹脂などの親水性接着剤と、親水基および疎水基
を有する両親媒性化合物（界面活性剤）と、を有する断熱材が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特表２０１３－５３４９５８号公報
【特許文献２】特開２０１８－４３９２７号公報
【特許文献３】特開２０１４－３５０４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　断熱材に用いられるシリカエアロゲルは、内部に水分などが浸入して細孔を潰さないよ
うに、表面に疎水部位を有するものが多い。例えば特許文献１に記載されているように、
シリカエアロゲルの固定などを目的としてウレタンバインダーを用いる場合、分散媒とし
て疎水性溶媒を用いると、当該溶媒がシリカエアロゲルの細孔に浸入してしまう。このた
め、疎水性溶媒ではなく、水にウレタンバインダーを分散した分散液にシリカエアロゲル
を添加して、塗料を調製している。しかしながら、シリカエアロゲルは、表面に疎水部位
を有するため、水になじみにくい。加えて、比重が小さいため、水に浮きやすい。よって
、水を分散媒とするバインダー分散液にシリカエアロゲルを分散させるのは難しく、分散
工程に時間を要していた。また、一旦塗料を調製しても、すぐにシリカエアロゲルが水と
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分離して浮いてしまうという問題があった。このため、塗料を調製したら速やかに成形、
塗工などの次工程を行わなければならず、作業工程上の制約が大きかった。さらに、塗料
に圧力を加えると分離してしまうため、塗工機による塗工が難しく、連続生産に対応する
ことができなかった。
【０００６】
　また、特許文献２に記載されている断熱材には、有機ナノファイバーが配合されている
。ファイバー状の物質は、シリカエアロゲルの周りに絡みつき、増粘効果や、シリカエア
ロゲルの分散媒からの分離抑制効果を発揮する。しかしながら、本発明者の検討によると
、ファイバー状の物質を配合した場合、それが熱の伝達経路になってしまい、配合量の増
加と共に断熱材の熱伝導率が大きくなり断熱性が低下することがわかった。
【０００７】
　本発明は、このような実情に鑑みてなされたものであり、シリカエアロゲルが分離しに
くく塗工性が良好な断熱材用塗料を提供することを課題とする。また、当該断熱材用塗料
を用いることにより、製造しやすく断熱性に優れた断熱材を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　（１）上記課題を解決するため、本発明の断熱材用塗料は、シリカエアロゲルと、水性
エマルジョン系バインダーと、多糖類と、を有することを特徴とする。
【０００９】
　（２）上記課題を解決するため、本発明の断熱材は、基材の表面および内部の少なくと
も一部に、上記（１）に記載した本発明の断熱材用塗料の硬化物を有することを特徴とす
る。
【発明の効果】
【００１０】
　（１）本発明の断熱材用塗料は、多糖類を有する。多糖類は、一種または二種以上の単
糖類がグリコシド結合したものであり、高い粘性を有する。多糖類が含まれることにより
、塗料の粘性が高くなり、シリカエアロゲルが分散媒から分離しにくくなる。これにより
、塗料中に、シリカエアロゲルが安定して保持される。また、塗料の粘性が高くなると液
だれしにくくなるため、塗料を基材に塗布しやすい。多糖類は、分子鎖の絡み合いで増粘
することによりシリカエアロゲルの分離を抑制する。このため、多糖類を配合しても、フ
ァイバー状の物質とは異なり、熱の伝達経路が形成されにくい。よって、多糖類の配合量
を増加しても断熱性が低下しにくい。
【００１１】
　上述したように、シリカエアロゲルは表面に疎水部位を有し、これにより細孔構造を維
持している。例えば、親水部位と疎水部位の両方を有する多糖類を配合すると、疎水部位
がシリカエアロゲルの疎水部位と選択的に結合し、親水部位がシリカエアロゲルの周りを
囲むように配置されることにより、保護コロイドのような状態になる。この作用によって
も、分散媒からのシリカエアロゲルの分離が抑制されると共に、シリカエアロゲルの分散
性が向上する。これにより、分散に要する時間を短縮することができ、塗料化が容易にな
る。また、親水部位を有する多糖類は、シリカエアロゲルの細孔に浸入しにくい。
【００１２】
　このように、本発明の断熱性塗料によると、シリカエアロゲルを容易に分散することが
でき、分散工程の時間を短縮することができる。また、塗料を調製した後に、シリカエア
ロゲルが水などの分散媒から分離しにくいため、作業工程上の制約が少なくなる。すなわ
ち、塗料を調製した後、急いで次工程を行う必要はなくなるため、数日経ってから次工程
を行うことができる。加えて、塗工機による塗工が可能になり、連続生産にも対応するこ
とができる。また、塗料の粘度が高いため、フィルム状の基材にも塗工しやすくなり、様
々な形態の断熱材を容易に製造することができる。また、多糖類は、食品などの添加物と
しても用いられ入手が容易で安価である。よって、本発明の断熱材用塗料によると、断熱
材を低コストで製造することができる。
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【００１３】
　ちなみに、特許文献２、３には、界面活性剤を配合することが記載されている。しかし
、界面活性剤は保護コロイド性を有するものの、増粘性に乏しいため、塗工性の改善効果
は小さい。
【００１４】
　（２）本発明の断熱材は、塗工性に優れた本発明の断熱材用塗料を用いるため、製造し
やすい。また、本発明の断熱材を構成する硬化物は、シリカエアロゲルを含む他、ファイ
バー状の物質と比較して熱の伝達経路が形成されにくい多糖類を含む。よって、硬化物の
熱伝導率を小さくすることができ、これにより高い断熱性を有する断熱材を実現すること
ができる。例えば、主鎖が長く分子鎖の絡み合いが生じやすい多糖類を使用すると、シリ
カエアロゲルの保持性がより高くなる。これにより、硬化物におけるシリカエアロゲルの
脱落（いわゆる粉落ち）を抑制することができる。また、硬化物の強度が高くなることに
より、ひび割れなども抑制することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の断熱材用塗料および断熱材の実施の形態について説明する。なお、本発
明の断熱材用塗料および断熱材は、以下の形態に限定されるものではなく、本発明の要旨
を逸脱しない範囲において、当業者が行い得る変更、改良などを施した種々の形態にて実
施することができる。
【００１６】
　＜断熱材用塗料＞
　本発明の断熱材用塗料（以下適宜、「塗料」と称する）は、シリカエアロゲルと、水性
エマルジョン系バインダーと、多糖類と、を有する。
【００１７】
　［シリカエアロゲル］
　シリカエアロゲルの構造、形状、大きさなどは、特に限定されない。例えば、シリカエ
アロゲルの骨格をなすシリカ微粒子（一次粒子）の直径は２～５ｎｍ程度、骨格と骨格と
の間に形成される細孔の大きさは、１０～５０ｎｍ程度であることが望ましい。細孔の多
くは、５０ｎｍ以下のいわゆるメソ孔である。メソ孔は、空気の平均自由行程よりも小さ
いため、空気の対流が制限され熱の移動が阻害される。これにより、シリカエアロゲルは
高い断熱性を有する。
【００１８】
　シリカエアロゲルの形状としては、球状、異形状の塊状などがあるが、球状が望ましい
。球状の場合、分散性が向上するため塗料化しやすい。また、最密充填しやすいため充填
量を多くすることができ、断熱性を高める効果が大きくなる。また、表面積が小さくなる
ため、熱伝導率が比較的大きいバインダーの量を低減することができ、断熱性の向上につ
ながる。
【００１９】
　シリカエアロゲルの最大長さを粒子径とした場合、平均粒子径は１～２００μｍ程度が
望ましい。シリカエアロゲルの粒子径が大きいほど、表面積が小さくなり細孔（空隙）容
積が大きくなるため、断熱性を高める効果は大きくなる。例えば、平均粒子径が１０μｍ
以上のものが好適である。一方、塗料の安定性や塗工のしやすさを考慮すると、平均粒子
径が１００μｍ以下のものが好適である。また、粒子径が異なる二種類以上を併用すると
、小径のシリカエアロゲルが大径のシリカエアロゲル間の隙間に入りこむため、充填量を
多くすることができ、断熱性を高める効果が大きくなる。
【００２０】
　シリカエアロゲルは、表面および内部のうち少なくとも表面に疎水部位を有するものが
望ましい。この種のシリカエアロゲルは、製造過程において、疎水基を付与するなどの疎
水化処理を施して製造することができる。少なくとも表面に疎水部位を有すると、水分な
どの染み込みを抑制することができるため、細孔構造が維持され、断熱性が損なわれにく
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い。シリカエアロゲルの製造方法は、特に限定されず、乾燥工程を常圧で行ったものでも
、超臨界で行ったものでも構わない。例えば、疎水化処理を乾燥工程前に行うと、超臨界
で乾燥する必要がなくなる、すなわち常圧で乾燥すればよいため、より容易かつ低コスト
に製造することができる。
【００２１】
　球状のシリカエアロゲルを常圧乾燥により製造する方法としては、例えば、特許第４９
６０５３４号公報に記載されている方法が挙げられる。同公報によると、シリカエアロゲ
ルは、水性シリカゾル調製工程→エマルジョン形成工程→ゲル化工程→溶媒置換工程→疎
水化処理工程→乾燥工程を経て製造することができる。エマルジョン形成工程においては
、前工程で得られた水性シリカゾルを疎水性溶媒中に分散させて、Ｗ／Ｏ型エマルジョン
（疎水性溶媒中に水滴が分散しているエマルジョン）を形成する。これにより、分散質で
あるシリカゾルが表面張力などにより球状になり、それを後工程でゲル化することにより
、球状のゲル化体を得ることができる。
【００２２】
　［多糖類］
　多糖類としては、カルボキシルメチルセルロース、カルボキシエチルセルロース、カル
ボキシプロピルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロー
ス、キサンタンガム、アガロース、カラギナンなどが挙げられる。なかでも、シリカエア
ロゲルの細孔への浸入を抑制するという観点から、水との相溶性が高いものが望ましく、
例えば、溶解度パラメータ（solubility parameter：ＳＰ値）が２１以上で、水のＳＰ値
に近いものを採用することが望ましい。ＳＰ値が水のそれに近い多糖類は、水との相溶性
が高い（水に溶けやすい）。後述のシミュレーションソフトウエアによると、水のＳＰ値
は２９．７と推算される。よって、ＳＰ値が２１以上の多糖類は親水性が高く、疎水性を
有する細孔との親和性が低くなるため、シリカエアロゲルの細孔に浸入しにくくなる。多
糖類のＳＰ値が３４以上であるとより好適である。一方、多糖類のＳＰ値は、５０以下で
あることが望ましい。
【００２３】
　本明細書において、溶解度パラメータは、（株）ＪＳＯＬ製の材料物性シミュレーショ
ンソフトウエア「Ｊ－ＯＣＴＡ（登録商標）」により算出された値を採用する。同シミュ
レーションにおいては、原子団寄与法を用いてＳＰ値を推算している。
【００２４】
　多糖類のうち、主鎖が長く、側鎖がないか短いものは、分子鎖の絡み合いが多くなる。
これにより、シリカエアロゲルの保持性が高くなるため、硬化物におけるシリカエアロゲ
ルの脱落を抑制することができる。さらに硬化物の強度が高くなることにより、ひび割れ
なども抑制することができる。このような観点から、特にカルボキシメチルセルロースが
好適である。
【００２５】
　保護コロイド性を発揮させてシリカエアロゲルの分散性を向上させるという観点から、
多糖類は、親水部位および疎水部位を有することが望ましい。また、分子鎖による絡み合
いを多くして高い増粘効果を発揮させるという観点から、多糖類の分子量は大きい方が望
ましい。例えば、主鎖が長く側鎖が短いという点で好適なカルボキシメチルセルロースの
場合、分子量は７万以上、１０万以上、さらには３０万以上であるとよい。
【００２６】
　多糖類としてカルボキシメチルセルロースを用いた場合、所望の増粘効果を発揮させる
という理由から、その含有量を、塗料全体を１００質量％とした場合の０．０８質量％以
上にすることが望ましい。０．２質量％以上にするとより好適である。他方、粘度が高く
なりすぎると塗工性が低下するおそれがあるため、カルボキシメチルセルロース含有量は
、塗料全体を１００質量％とした場合の４質量％以下であることが望ましい。好適には２
質量％以下、さらには０．６質量％以下である。
【００２７】
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　［水性エマルジョン系バインダー］
　水性エマルジョン系バインダーは、水を溶媒としたエマルジョン状のバインダーである
。水性エマルジョン系バインダーは、界面活性剤または親水基の導入により乳化されてい
る。水性エマルジョン系バインダーによると、乾燥時に界面活性剤や親水基が揮発するこ
とにより親水性が低下し、水に溶解しにくくなるため、塗料の硬化後にべたつきが生じに
くいと考えられる。エマルジョン化する方法としては、界面活性剤を乳化剤として使用し
た強制乳化型でも、親水基が導入された自己乳化型でも構わない。
【００２８】
　バインダー成分としては、樹脂でもゴムでもよい。すなわち、樹脂エマルジョンでもゴ
ムエマルジョンでもよい。樹脂としては、アクリル樹脂、ウレタン樹脂、アクリル樹脂と
ウレタン樹脂との混合物などが挙げられる。ゴムとしては、スチレンブタジエンゴム、ニ
トリルゴム、シリコーンゴム、ウレタンゴム、アクリルゴムなどが挙げられる。塗料の硬
化物を柔軟にするという観点から、ウレタン樹脂、スチレンブタジエンゴムなどが好適で
ある。
【００２９】
　塗料の硬化物において、バインダー層の強度を高めて、断熱材の強度を向上させるとい
う観点から、架橋剤などを併用してバインダー成分を架橋させてもよい。すなわち、本発
明の断熱材用塗料は、シリカエアロゲル、水性エマルジョン系バインダー、多糖類の他に
、架橋剤などの他の成分を含んでいてもよい。
【００３０】
　［調製方法］
　本発明の断熱材用塗料は、シリカエアロゲル、水性エマルジョン系バインダー、多糖類
と、必要に応じて添加剤と、を水に添加し撹拌して調製すればよい。なお、表面や内部に
疎水部位を有するシリカエアロゲルは、水になじみにくい。加えて、比重が小さいため、
水に浮きやすく分散しにくい。よって、シリカエアロゲルの分散性を考慮すると、水に水
性エマルジョン系バインダーおよび多糖類を加えて液の粘度を高めてから、シリカエアロ
ゲルを添加することが望ましい。撹拌は、羽根撹拌でもよいが、積極的にせん断力を加え
たり、超音波を加えたりしてもよい。自転公転撹拌装置や、メディア型撹拌装置を用いて
もよい。
【００３１】
　＜断熱材＞
　本発明の断熱材は、基材の表面および内部の少なくとも一部に、上述した本発明の断熱
材用塗料の硬化物を有する。基材の材質は、不織布などの布、樹脂などが挙げられる。基
材の形状は特に限定されず、フィルム状でも成形体でもよい。本発明の断熱材は、本発明
の断熱材用塗料を基材の表面に塗布し、塗膜を乾燥して製造することができる。塗布には
、バーコーター、ダイコーター、コンマコーター（登録商標）、ロールコーターなどの塗
工機や、スプレーなどを使用すればよい。あるいは、本発明の断熱材用塗料に基材を浸漬
した後、乾燥させてもよい。塗布、浸漬のいずれの方法においても、基材が布や多孔質な
材料からなる場合には、塗布した塗料の一部が基材の内部に含浸する。
【００３２】
　断熱材用塗料の硬化物は、シリカエアロゲルと、水性エマルジョン系バインダーと、多
糖類と、を有する。各々の成分については、本発明の断熱材用塗料において説明したとお
りである。硬化物におけるシリカエアロゲルの含有量は、硬化物の断熱性を向上させると
いう観点から、硬化物全体の質量を１００質量％とした場合の４０質量％以上であること
が望ましい。５０質量％以上、６５質量％以上であるとより好適である。一方、シリカエ
アロゲルが多すぎると脱落しやすくなるため、シリカエアロゲルの含有量は、硬化物全体
の質量を１００質量％とした場合の７５質量％以下であることが望ましい。
【実施例】
【００３３】
　次に、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明する。
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【００３４】
　＜塗料の調製＞
　［実施例１～３］
　まず、水に、水性エマルジョン系バインダーとしてのウレタン樹脂エマルジョン（三洋
化成工業（株）製「パーマリン（登録商標）ＵＡ－３６８」、固形分５０質量％）と、多
糖類としてのカルボキシルメチルセルロース（ＣＭＣ：ＳＰ値３４．４、分子量３８万）
を添加して撹拌した。そこに、球状のシリカエアロゲル（平均粒子径１０μｍ）を添加し
て撹拌し、塗料を調製した。シリカエアロゲルは、上述した特許第４９６０５３４号公報
に記載されている方法に準じて製造されたものであり、表面および内部に疎水部位を有す
る。ＣＭＣの添加量を変えて３種類の塗料を調製し、実施例１～３の塗料とした。実施例
１～３の塗料は、本発明の断熱材用塗料の概念に含まれる。
【００３５】
　［実施例４］
　ＣＭＣの種類（分子量）を変更した点以外は、実施例１と同様にして、実施例４の塗料
を調製した。実施例４においては、分子量が１０万のＣＭＣを使用した。実施例４の塗料
は、本発明の断熱材用塗料の概念に含まれる。
【００３６】
　［実施例５］
　多糖類として、ＣＭＣではなくキサンタンガム（ＳＰ値３４．７、分子量２００万以上
）を使用した点以外は、実施例３と同様にして、実施例５の塗料を調製した。実施例５の
塗料は、本発明の断熱材用塗料の概念に含まれる。
【００３７】
　［実施例６］
　多糖類として、ＣＭＣではなくヒドロキシエチルセルロース（ＨＥＣ：アシュランド社
製「Ｎａｔｒｏｓｏｌ（登録商標）　ＨＨ」、ＳＰ値３１．７、分子量１３０万）を使用
した点以外は、実施例１と同様にして、実施例６の塗料を調製した。実施例６の塗料は、
本発明の断熱材用塗料の概念に含まれる。
【００３８】
　［実施例７］
　多糖類として、ＣＭＣではなくヒドロキシプロピルセルロース（ＨＰＣ：アシュランド
社製「Ｋｌｕｃｅｌ（登録商標）　Ｈ」、ＳＰ値２８．５、分子量１１５万）を使用した
点以外は、実施例１と同様にして、実施例７の塗料を調製した。実施例７の塗料は、本発
明の断熱材用塗料の概念に含まれる。
【００３９】
　［比較例１］
　多糖類ではなく、増粘剤１（非イオン性合成系会合型増粘剤：アシュランド社製「Ａｑ
ｕａｆｌｏｗ（登録商標）　ＸＬＳ－５３０」、ＳＰ値１９．５）を９．８９質量％添加
した点以外は実施例１と同様にして、比較例１の塗料を調製した。
【００４０】
　［比較例２］
　多糖類ではなく、増粘剤２（非イオン性合成系会合型増粘剤：アシュランド社製「Ａｑ
ｕａｆｌｏｗ（登録商標）　ＮＨＳ－３５０」、ＳＰ値２０．１）を９．８９質量％添加
した点以外は実施例１と同様にして、比較例２の塗料を調製した。増粘剤２は、疎水成分
と会合することでネットワークを形成する増粘剤である。このため、単体ではあまり増粘
しないが、疎水粒子を添加すると増粘する。
【００４１】
　［比較例３］
　多糖類ではなく、ポリビニルピロリドン（ＰＶＰ：ＳＰ値３６．４、分子量２００万）
を２．６７質量％添加した点以外は、実施例１と同様にして、比較例３の塗料を調製した
。
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【００４２】
　＜塗料の評価方法＞
　調製した塗料の分離性、塗工性、および細孔への浸入性を次の方法により評価した。調
製した塗料における各成分の含有量、および塗料の評価結果については、後出の表１にま
とめて示す。
【００４３】
　［分離性］
　調製した塗料を静置し、目視観察により分離するまでの時間を測定した。なお、比較例
１、２については、シリカエアロゲルが塊状に凝集して分散しなかったため塗料化するこ
とができなかった。
【００４４】
　［塗工性］
　調製した塗料を、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルムにブレードコーティ
ングした。そして、はじきや固形分の分離がなく塗工できた場合を塗工性良好（後出の表
１中、〇印で示す）、塗工できたが、厚さが均一にならないなど若干の問題があった場合
を塗工性普通（同表中、△印で示す）、はじきや固形分の分離があり塗工できなかった場
合を塗工性不良（同表中、×印で示す）と評価した。
【００４５】
　［細孔への浸入性］
　添加剤（実施例１～７においては多糖類、比較例１～３においては順に増粘剤１、増粘
剤２、ＰＶＰ）を水に溶解した水溶液に、シリカエアロゲルを添加、撹拌した。そして、
シリカエアロゲルが沈まなかった場合を細孔への浸入なし（後出の表１中、〇印で示す）
、シリカエアロゲルが沈んだ場合を細孔への浸入あり（同表中、×印で示す）と評価した
。
【００４６】
　＜断熱材の製造および評価＞
　調製した塗料を基材に塗布、乾燥して断熱材を製造し、その断熱性、塗膜におけるひび
割れおよびシリカエアロゲルの脱落の有無を評価した。
【００４７】
　［断熱性］
　断熱性の評価用サンプルを、次のようにして製造した。まず、調製した塗料を不織布（
倉敷繊維加工（株）製、厚さ５ｍｍ、目付け１３０ｇ／ｍ２）の両面にブレードコーティ
ングし、１００℃下で１時間乾燥した。ブレードコーティングの際、不織布の内部に空気
層ができないよう注意した。このようにして両面に塗膜が形成された不織布を２枚準備し
、各々の一面に同じ塗料を重ねてブレードコーディングした後、当該一面同士を貼り合わ
せた。そして、重ね合わせた二枚の不織布に、１ｋｇのおもりを載せ、その状態で１００
℃下で３０分間乾燥した。その後、おもりを外して１００℃下で２時間乾燥した。このよ
うにして、積層された２枚の不織布の表面および内部に塗料の硬化物を有するサンプル（
縦２００ｍｍ、横２００ｍｍ、厚さ１０ｍｍの正方形状）を製造した。実施例１～７の塗
料を用いたサンプルは、本発明の断熱材の概念に含まれる。
【００４８】
　次に、製造したサンプルの熱伝導率を、ＪＩＳ　Ａ１４１２－２（１９９９）の熱流計
法に準拠した、英弘精機（株）製の熱流束計「ＨＣ－０７４」を用いて測定した。
【００４９】
　［塗膜のひび割れ、シリカエアロゲルの脱落性］
　調製した塗料を不織布（同上）の一面にブレードコーティングし、１００℃下で１時間
乾燥して、塗膜の評価用サンプルを製造した。実施例１～７の塗料を用いたサンプルは、
本発明の断熱材の概念に含まれる。
【００５０】
　まず、製造したサンプルの塗膜を目視観察し、ひび割れの有無を調べた。後出の表１中
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、ひび割れがなかった場合を〇印で、あった場合を×印で示す。次に、サンプルの塗膜に
、弱粘着テープ（スリーエム社製「スコッチ（登録商標）はってはがせるテープ」（製品
番号：８１１－３－１２））を貼り、それを剥がした時にシリカエアロゲルが付着するか
否かを調べた。そして、シリカエアロゲルが付着しなかった場合を脱落なし（以下の表１
中、〇印で示す）、一部付着した場合を若干の脱落あり（同表中、△印で示す）、多量に
付着した場合を脱落多し（同表中、×印で示す）と評価した。
【００５１】
　表１に、調製した塗料における各成分の含有量、塗料の評価結果、および断熱材の評価
結果を示す。なお、断熱材の評価に使用したサンプルの塗膜におけるシリカエアロゲルの
含有量は、以下のとおりである（塗膜全体を１００質量％とする）。
実施例１、４、６、７：７２．２質量％、実施例２：７２．８質量％、実施例３、５：７
１．７質量％、比較例１、２：４６．３質量％、比較例３：６４．３質量％。
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【表１】

【００５２】
　表１に示すように、多糖類を含む実施例１～７の塗料によると、比較例３の塗料と比較
して、シリカエアロゲルが分離するまでの時間が長くなり、塗工性も向上した。比較例３
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の塗料に添加されたＰＶＰは、分子鎖が短く、保護コロイド性を有しない。このため、シ
リカエアロゲルの分離を抑制したり分散性を向上させる効果は見られなかった。なお、比
較例１、２の塗料については、ＳＰ値が２１未満の増粘剤を添加した。このため、増粘剤
がシリカエアロゲルの細孔に浸入し、シリカエアロゲルを分散させることができず、塗料
としての体をなさなかった。結果、比較例１～３の塗料によると、塗膜を形成することが
できず、断熱材としての評価を行うことができなかった。
【００５３】
　実施例１～７の塗料を用いたサンプル（断熱材）においては、いずれも熱伝導率が小さ
くなった。例えば、４０℃の空気の熱伝導率は０．０２７２Ｗ／ｍ・Ｋ以下である。した
がって、実施例１～７の塗料を用いたサンプルは、当該空気よりも高い断熱性を有してい
ることがわかる。
【００５４】
　塗膜にＣＭＣを含む実施例１～４のサンプルにおいては、シリカエアロゲルの脱落はほ
とんどなく、ひび割れも見られなかった。実施例４のサンプルにおいて、若干の脱落が認
められたが、これは、ＣＭＣの分子量が、実施例１～３のサンプルと比較して小さかった
ため、分子鎖による絡み合いが少なくなり、シリカエアロゲルの保持性が低下したためと
考えられる。一方、塗膜にキサンタンガムを含む実施例５のサンプルにおいては、シリカ
エアロゲルの脱落が多く、ひび割れが生じてしまった。この理由は、キサンタンガムは主
鎖が短く側鎖を有するため、分子鎖の絡み合いが少なくなり、シリカエアロゲルの保持性
が低下したためと考えられる。同様に、塗膜にＨＥＣまたはＨＰＣを含む実施例６、７の
サンプルにおいても、シリカエアロゲルの脱落が多く、ひび割れが生じてしまった。この
理由は、ＨＥＣ、ＨＰＣは大きな分子量を有するが、それは側鎖が長いためであり、ＣＭ
Ｃと比較して主鎖の絡み合いが少ない分、シリカエアロゲルの保持性が低下したためと考
えられる。
【産業上の利用可能性】
【００５５】
　本発明の断熱材は、自動車用断熱内装材、住宅用断熱材、家電用断熱材、電子部品用断
熱材、保温保冷容器用断熱材などに好適である。
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